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社会教育⼈材の養成等について
（社会教育主事・社会教育⼠、司書教諭関係）

令和６年10⽉ 9⽇（⽔）
総合教育政策局地域学習推進課



•社会教育⼈材の養成について
（社会教育主事・社会教育⼠関係）
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社会教育主事養成課程の概要

文部科学省令で定められた社会教育に関する科目（生涯学習概論・生涯学習支援論・社会教育経営論・社会教育
特講・社会教育実習・社会教育演習、社会教育実習又は社会教育課題研究のうち一以上の科目）を大学が実施。

＜社会教育主事の養成に関する科目を開講している大学（令和６年度）＞
[4年制大学]　111校

（国立大学）　31

北海道大学 弘前大学 東北大学 宮城教育大学 秋田大学 山形大学 福島大学 筑波大学

宇都宮大学 群馬大学 千葉大学 東京大学 東京学芸大学 山梨大学 岐阜大学 静岡大学

名古屋大学 愛知教育大学 滋賀大学 京都大学 大阪教育大学 神戸大学 奈良教育大学 和歌山大学

鳥取大学 島根大学 広島大学 高知大学 九州大学 熊本大学 鹿児島大学

（公立大学）　6

高崎経済大学 東京都立大学 都留文科大学 京都府立大学 大阪公立大学 北九州市立大学

（私立大学）　74

札幌学院大学 札幌国際大学 北翔大学 北星学園大学 北海学園大学 弘前学院大学 石巻専修大学 尚絅学院大学

仙台大学 仙台白百合女子大学 東北学院大学 東北福祉大学 東北芸術工科大学 茨城キリスト教大学 東京福祉大学（※） 聖学院大学

文教大学 聖徳大学 青山学院大学 亜細亜大学 桜美林大学 国士舘大学 駒澤大学 創価大学（※）

大東文化大学 玉川大学（※） 中央大学 帝京大学 帝京平成大学（※） 東京家政大学 東洋大学 東洋学園大学

日本大学 日本女子大学 日本体育大学 法政大学（※） 明治大学 明治学院大学 立教大学 立正大学

和光大学 早稲田大学 神奈川大学 松蔭大学 田園調布学園大学 東海大学 八洲学園大学（※） 身延山大学

松本大学 常葉大学 愛知大学 愛知学院大学 中京大学 大谷大学 京都女子大学 京都橘大学

佛教大学（※） 龍谷大学 追手門学院大学 大阪大谷大学 大阪樟蔭女子大学 関西大学 帝塚山学院大学 天理大学

就実大学 ノートルダム清心女子大学 広島国際大学 広島修道大学 広島女学院大学 四国大学 徳島文理大学 九州共立大学

九州産業大学 福岡大学

[短期大学（部）]　2校

（私立短期大学）　2

帯広大谷短期大学 新潟青陵大学短期大学部

（※）は通信課程設置大学



社会教育主事講習等規程の一部を改正する省令 （令和２年４月施行）

改正の趣旨

○ 「社会教育主事養成の見直しに関する基本的な考え方について」（平成２９年８月社会教育主事養成等の改善・充実に関する検討会）等の提言内
容を踏まえ，社会教育主事が人づくりや地域づくりに中核的な役割を担うことができるよう，その職務遂行に必要な基礎的な資質・能力を養成するた
め，社会教育主事講習（以下「講習」という。）及び大学（短期大学を含む。）における社会教育主事養成課程（以下「養成課程」という。）の科目の改善
を図ることとする。

○ また，講習等における学習成果が広く社会における教育活動に生かされるよう，講習の修了証書 授与者は「社会教育士（講習）」と，養成課程の
修了者は「社会教育士（養成課程）」と称することができることとする。

改正の概要

施行期日等

○ この省令は，令和２年４月１日から施行する。

○ その他，この省令の施行前に大学に在学している者等に関する所要の経過措置を講ずる。

学習者の多様な特性に応じた学習支援に関する知識及び技
能の習得を図る「生涯学習支援論」と，多様な主体と連携・協働を
図りながら，学習成果を地域課題解決等につなげていくための知
識及び技能の習得を図る「社会教育経営論」を新設する。

１．社会教育主事講習の科目及び単位数の改善 （第３条関係）

２．社会教育主事養成課程の科目及び単位数の改善 （第１１条第１項関係）

「生涯学習支援論」 と「社会教育経営論」を新設するとともに，

社会教育主事の職務を遂行する ために求められる実践的な能
力を身につけることができるよう，「社会教育実習」を必修とする。

３．「社会教育士（講習）」及び「社会教育士（養成課程）」の称号の付与 （第８条第３項，第１１条第３項関係）

講習の修了証書授与者は「社会教育士（講習）」と，養成課程の修了者は「社会教育士（養成課程）」と称することができることとする。



社 会 教 育 ⼠ に 期 待 さ れ る 役 割 （ イ メ ー ジ 図 ）

○ 「社会教育⼠」は、教育委員会事務局に配置される「社会教育主事」になるための講習や養成課程を修了した者に与えられる「称号」
です。社会教育主事にならなくても、その能⼒があることが分かるようにするため、令和２年４⽉に新設しました。

○ 講習や養成課程で習得したコーディネート能⼒、ファシリテーション能⼒、プレゼンテーション能⼒等を活かし、教育委員会のみならず、
福祉や防災、観光、まちづくり等の社会の多様な分野における学習活動の⽀援を通じて、⾏政や企業、NPO、学校等の様々な場で、
⼈づくりやつながりづくり、地域づくりに中核的な役割を果たすことが期待されています。

「社会教育⼠」とは︖〜学びを通じて、⼈づくり・つながりづくり・地域づくりの中核的な役割を果たします〜



２．コミュニティ・スクールのメリット

称号付与の趣旨
○ 社会教育主事講習等の学習の成果が認知され、社会教育⾏政以外の分野においても活⽤される仕組みの構築が
求められていたところ。

○ このため、講習等の学習の成果が社会で認知され、広く社会における教育活動に⽣かされる仕組みを構築し、社会教
育の振興を図るため、講習の修了証書授与者が 「社会教育⼠（講習）」 と、養成課程の修了者が 「社会教育⼠（
養成課程）」 と称することができることとした。

社会教育⼠に期待される役割
○ 「社会教育⼠」には、講習や養成課程の学習成果を活かし、ＮＰＯや企業等の多様な主体と連携
・協働して、社会教育施設における活動のみならず、環境や福祉、まちづくり等の社会の多様な分野
における学習活動の⽀援を通じて、⼈づくりや地域づくりに携わる役割が期待される。

○ また、これらの活動に際しては、地域の実情等を踏まえ、社会教育⼠と社会教育主事との連携・協
働が図られることが期待される。

法令根拠

社会教育主事講習等規程（昭和⼆⼗六年⽂部省令第⼗⼆号） （改正省令）公布⽇ 平成30年2⽉28⽇ 施⾏⽇ 令和2年4⽉1⽇

第８条第３項 第１項に規定する修了証書を授与された者は、社会教育⼠（講習）と称することができる。
第11条第３項 第１項の規定により修得すべき科⽬の単位を全て修得した者は、社会教育⼠（養成課程）と称することができる。

これまでの称号付与数

計令和５年度令和４年度令和３年度令和２年度
4,820⼈1,382⼈1,532⼈1,414⼈492⼈（内訳）主事講習
2,227⼈1,139⼈538⼈336⼈214⼈（内訳）養成課程
7,047⼈2,521⼈2,070⼈1,750⼈706⼈社会教育⼠称号付与数

「社会教育士」の称号付与（趣旨及び役割等）



【主な審議事項】
①社会教育人材を中核とした社会教育の推進方策
 （社会教育人材を中核とした目指すべき社会教育の在り方、社会教育主事・社会教育士の役割・位置付けの明確化、社会教育

主事・社会教育士の養成の在り方 等）
②社会教育活動の推進方策

（地域と学校の連携・協働の更なる推進方策、公民館、図書館、博物館等における社会教育活動の推進方策、青少年教育施設
等における青少年体験活動の推進方策、地域コミュニティに関する首長部局の施策や多様な主体が担う活動との連携・振興
方策、共生社会の実現に向けた障害者・外国人等を含めた社会教育の推進方策 等）

③国・地方公共団体における社会教育の推進体制等の在り方
（社会教育を総合的に推進するための国・地方公共団体の体制の在り方、社会情勢の変化を踏まえた社会教育に関する現行法

令の在り方 等）

◎第12期中央教育審議会生涯学習分科会 ◎社会教育人材部会

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と推進方策について（諮問）

【議論の整理～一人ひとりが主体的に学び続ける生涯学習とそれを支える社会教育の未来への展開；リカレ
ント教育の推進と社会教育人材の養成活躍のあり方～】（令和６年６月）

〇重点的に議論した事項：社会人のリカレント教育、障害者の生涯学習、外国人の日本語学習、社会教育人材
〇障害者や外国人などの社会的包摂の観点も含めた社会教育の提供が十分に確保されることが不可欠
〇社会教育の裾野が広がる中、地域コミュニティの基盤を支えるために社会教育人材は重要な役割を担っており、

その質的向上・量的拡大に向けた養成及び活躍促進の在り方を提示

【社会教育人材の養成及び活躍促進
の在り方について(最終まとめ)】
（令和６年６月）

〇調査審議事項：社会教育人材の養成
及び社会教育士の活躍機会の拡充に
関する専門的な調査審議を行うこと

令和６年６月25日中央教育審議会総会

◎第４期教育振興基本計画（令和５年６月16日閣議決定）
○「2040年以降の社会を見据えた持続可能な社会の創り手の育成」、「日本社会に根差したウェルビーイングの向上」を総括的な基本方針とし、将来の予測

困難な時代における教育の方向性を示す総合計画を作成。
〇社会教育による「学び」を通じて人々の「つながり」や「かかわり」を作り出し、協力し合える関係づくりの土壌を耕しておくことで、持続的な地域コミュ

ニティの基盤を形成することが求められる。
〇社会教育の拠点として社会教育施設の機能強化や、社会教育主事・社会教育士等の社会教育人材の養成及び活躍促進等を通じた社会教育の充実を図る必要。

地域コミュニティの基盤を支える今後の社会教育の在り方と推進方策について（諮問）

これらの⽅向性を⼟台とし、社会の変化を踏まえつつ施策の更なる深化を図るべく、社会教育の新たな在り⽅を⾒つめ直し、社
会教育が果たすべき役割、担い⼿である⼈材、その活動、国・地⽅公共団体における推進⽅策等について検討が必要

＊社会情勢の変化
○社会教育法制定から75年が経過。人口減少・少子化の深刻化・地域コミュニティの希薄化、DX化、グローバル化の進展により将来の予測が困難な時代に。

学校・社会の複雑化・困難化した課題の解決、人生100年時代、共生社会、「こどもまんなか」社会の実現に向けた対応が必要。
○高校や大学等の進学率の高まりや様々な学習機会の増加など、社会教育に求められる役割やニーズが変化。



○通常の教職課程のイメージ（教員養成系以外）

1年 2年 3年 ４年
学科等の専門的な学修

教職課程（中学校一種免許） 59単位

教科専門科目20単位、大学設定科目４単位

教科指導法 ８単位

教職専門科目（教育実習を含む） 27単位

所属する学科等の科目以外
に修得すべき科目が多く、
さらに、他の活動（留学・教
職以外の資格取得等）が加
わった場合に、両立が困難

●社会教育主事・社会教育士養成との両立

学科等の専門的な学修
（例：地域学科、地域◯◯学科等）

教職課程（小学校二種免許）
教職課程（中学校社会二種免許）

等

強み・専門性特例（社会教育×教職課程）

7

社会教育 教職課程×

卒業要件
124単位

教職課程
３７単位

1年 2年 3年 ４年

教科専門科目１０単位、大学設定科目２単位

教科指導法 ６単位

教職専門科目（教育実習を含む） １９単位

※中学校二種の場合は３５単位

他資格のための単位修得 社会教育主事養成課程
２４単位

卒業要件
124単位

例：地域連携
に強い⼩学校
教員の養成

例：地域連携に
強い中学社会の
教員の養成
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•司書教諭の養成について



令和６年度 地方分権改革に関する提案について

提案事項（提案団体）

司書教諭の設置義務の緩和（八王子市）

求める措置の具体的内容

学校図書館法第５条第１項 において12学級以上の学校については、司書教諭を設置する義務があるが、司書教諭を
設置した場合と同程度の学校図書館の運用が図られる条件の下であれば（例：司書資格や司書教諭資格を有する学
校司書の配置があれば）、司書教諭を置かないことができるとしたい。

提案募集検討専門部会からの主な視点（抜粋）

司書教諭講習の受講機会の拡大を通じて、司書教諭講習修了者数を増やすべく、例えば、以下のような実行性のあ
る案を示してもらいたい。
・オンライン・オンデマンド形式の一層の活用を通じた講習受講期間の多様化 （現役教諭の講習受講の期間につい
て、夏休み期間以外でも受講することができるようにするなど、受講機会の 拡大を図ること等）
・教職課程への司書教諭講習科目の組み入れ （学習指導要領で学校図書館の利活用が位置づけられていることか
ら、教職課程に組み入れることで、学生の 受講機会の拡大を図ること等）

文部科学省からの回答（抜粋）

【講習受講期間の拡大】
多様な受講機会の拡大に向け、オンライン・オンデマンド等の一層の活用について、大学等に対し周知を行うことを検
討する。
【教職課程への司書教諭講習関連科目の組み入れ】
大学が必要に応じ、司書教諭関連科目を教職課程に組み込むことを検討するよう、協力を促すことなどを検討する。

「地方分権改革有識者会議 提案募集検討専門部会（第170回）」より
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学校図書館は、図書館資料を児童生徒や教員の利用に供すること等により、「学
校の教育課程の展開に寄与するとともに、児童又は生徒の健全な教養を育成す
ること」を目的とするものであり、以下の３つの役割を担うもの。

①読書センター 自由な読書活動や読書指導の場

②学習センター 児童生徒の学習活動を支援したり、授業の内容を
豊かにしてその理解を深めたりすること

学校図書館が充実し、その役割を果たすことで…

③情報センター 児童生徒・教職員の情報ニーズへの対応や、
児童生徒の情報収集・選択・活用能力を育むこと

④ 豊富な授業に役立つ資料を通じ、
教員の指導力も向上する

① 読書好きの子供を増やし、確かな
学力、豊かな人間性を育む

⑤ 悩みを抱える子供の「心の居場
所」となる

③ 探究的な学習活動等を行い、
子供の情報活用能力を育む

② 授業で蔵書・新聞等を利活用 し、
思考力・判断力・表現力等を育む

ことなどが期待。

学校図書館の役割
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司書教諭について

【学校図書館法】

（司書教諭）
第５条 学校には、学校図書館の専門的職務を掌らせるため、司書教諭を置かなければならない。
２ 前項の司書教諭は、主幹教諭（養護又は栄養の指導及び管理をつかさどる主幹教諭を除く。）、
指導教諭又は教諭（以下この項において「主幹教諭等」という。）をもつて充てる。この場合において、
当該主幹教諭等は、司書教諭の講習を修了した者でなければならない。

３ 前項に規定する司書教諭の講習は、大学その他の教育機関が文部科学大臣の委嘱を受けて行
う。

高等学校中学校小学校業務内容

８１．４％６３．０％６９．９％合計○学校図書館を活用した教育活動の企画
・学校図書館活用の全体計画の作成
・教育課程の編成に関する他教員への助言

司書
教諭 ９３．２％９６．９％９９．２％12学級以上

３４．８％３１．３％３０．５％11学級以下

（令和２年５月１日現在）「学校図書館の現状に関する調査」より

備考科目について資格付与等根拠条件

司書教諭講習相当科
目を大学にて修得し、
その科目の単位を講
習の単位に充てること
ができる。

5科目10単位（各科目2単位）
・学校経営と学校図書館
・学校図書館メディアの構成
・学習指導と学校図書館
・読書と豊かな人間性
・情報メディアの活用

学校図書館司書教諭
講習規程
（平成10年改正）

「司書教諭の講習を修了
した者」
（学校図書館法第5条）

司書
教諭

【司書教諭の主な業務と配置状況】

【司書教諭の養成】

11
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学校図書館司書教諭講習の実施状況について

対⾯併⽤
（対⾯・オンライン）オンデマンドオンライン

【２７機関】
北海道教育⼤学、宮城教育⼤学、筑波⼤学、
東京学芸⼤学、新潟⼤学、富⼭⼤学、福井⼤
学、⼭梨⼤学、信州⼤学、岐⾩⼤学、静岡⼤
学、愛知教育⼤学、三重⼤学、京都教育⼤学、
奈良教育⼤学、広島⼤学、やまぐち総合教育⽀
援センター、鳴⾨教育⼤学、⾹川⼤学、愛媛⼤
学、⾼知⼤学、福岡教育⼤学、⻑崎⼤学、
熊本⼤学、宮崎⼤学、⿅児島⼤学、琉球⼤学

【１機関】
上越教育⼤学

【２機関】
放送⼤学、
⼤阪教育⼤学

【２機関】
埼⽟⼤学、
栃⽊県総合教育
センター

＜令和６年度の講習実施方法＞

・講習実施機関の実情や判断により、１〜５科⽬での開設 ⇒
・全ての機関が、学校が夏季休業中である7⽉末〜8⽉中に開催

＜実施状況＞

※放送大学は定員設定がないため定員に含まず（機関数、修了者数には含む）。例年500～700程度が修了。

修了者数が定員を上回るのは、大学で司書教諭の相当科目を修得し、実施機関で修了手続を受けた者を含むため。

修了者数定員実施機関数年度

5,175人1,550人３３機関令和３年度

5,211人1,365人３３機関令和４年度

4,864人1,514人３３機関令和５年度

※R6 1科⽬︓６機関 2科⽬︓16機関
３科⽬︓７機関 5科⽬︓３機関
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学校図書館司書教諭講習におけるデジタル化の進展を踏まえた対応について（通知）

＜本通知のポイント＞

〇従前より受講や受講手続きをオンライン
で行うことは可能

〇受講者のニーズや科目の目的、特性等
も踏まえながら、講習実施機関の実情に
応じ、オンラインの活用をご検討いただく
こと

〇受講手続きのオンライン化に際しては、
メールやインターネットでの申込等を
可能とする場合、収集した個人情報に
ついては適切に管理すること。

＜参考＞
・デジタル臨時行政調査会（第4回）資料 ※資料7-1、7-2参照
https://www.digital.go.jp/councils/administrative-
research/cb5865d2-8031-4595-8930-8761fb6bbe10/ 

・今後の生涯学習・社会教育の振興方策（令和５年３月）
４－１. 今後の生涯学習・社会教育の振興方策（重点事項）につ
いて (mext.go.jp) 
４－２. 今後の生涯学習・社会教育の振興に係る具体策につい
て (mext.go.jp) 
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⼦ども読書基本計画等に対応した読書活動や学習指導要領を踏まえた学校図書館の機能強化や活性化に向け、新た
な読書活動のモデルなどを構築するため、読書活動推進モデル事業を実施する。
＜委託事業︓教育委員会等＞

１ ⼦供の読書活動総合推進事業・発達段階などに応じた読書活動推進事業
不読率低減に向けた読書活動の先導的な取組や、発達段階や多様な⼦供のニーズ等

に対応した効果的な取組を⾏う。
（委託先︓２箇所（⼩・中・⾼等学校等、公⽴図書館）×0.8百万円）

２ 学校図書館図書の整備促進事業
新しいトピックに関連する書籍（SDGsなど）、新聞、優良図書及び授業に必要な基本
図書の整備状況などを再点検し、計画的な図書の更新を定めた図書整備計画の策定や図
書館資料を活⽤したモデル授業の実施などの取組を⾏う。
（委託先︓2箇所（⼩・中・⾼等学校、特別⽀援学校等）×1百万円）

読書活動総合推進事業
現状・課題

「⼦どもの読書活動に関する基本的な計画」等への対応のため、図書館や学校図書館等を活⽤した読書活動を総合的に推進するための以下の取組を⾏う。

・新たな読書、授業モデルの構築
・司書教諭講習を実施する機関の増加

・読書に興味が深まった⼦供の増加
・学校図書館の活⽤に理解が深まった教職員の増加
・司書教諭講習の修了者数の増加

事業内容（令和4年度〜）

○国の計画への対応
・第五次「⼦どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」（R5.3.28閣議決定）
R5年度からの5か年計画を踏まえ、「不読率の低減」、「多様な⼦どもたちの読書機会の確保」、「デジタル
社会に対応した読書環境の整備」のための⽅策、取組等の検討が必要。
・第6次「学校図書館図書整備等5か年計画」（R4〜Ｒ8）
Ｒ4年度からの第6次計画を踏まえた国の⽀援策が必要。学校図書館図書標準の達成、計画的な図書

の更新等が課題。

○取り巻く情勢の変化ーデジタル社会への対応ー
・GIGAによる⼀⼈⼀台端末の整備を踏まえた学校図書館の利活⽤が課題。
・⼦供達の情報活⽤能⼒の育成とともに、多様な⼦供達の読書機会の確保等のために、電⼦書籍の利⽤、
学校図書館や図書館のDXを進める必要がある。

○読書活動の総合的推進
・多様な⼦供の読書活動を推進するためには、図書館、学校、⺠間団体など関係機関が連携して⾏う⼦供
の読書活動を推進する様々な取組を促す必要がある。

○⽂字・活字⽂化の振興
・⾻太の⽅針2024（令和6年6⽉21⽇閣議決定） 「書籍を含む⽂字・活字⽂化の振興（書店と図書館等
との連携促進(中略)を含む）や書店の活性化を図る」に基づき、地域の実情に応じた連携事業を⽀援する。

図書館・学校図書館等を活⽤した読書活動の推進 10百万円（8百万円）

司書教諭養成講習の実施 21百万円（21百万円）
学校図書館法に基づき、学校図書館の専⾨的職務を掌る「学校図書館司書教諭」の養成
のため、全国の教育機関が講習を実施するための経費を措置する。
＜委託事業︓ 47箇所（⼤学及び教育委員会）×0.5百万円＞

「⼦ども読書の⽇」（4⽉23⽇）の理解推進 5百万円（5百万円）
「⼦ども読書の⽇」（4⽉23⽇）を広く周知するとともに、特⾊ある優れた取組を⾏っている
図書館・学校・団体等を表彰する。＜直轄事業＞

読書活動の推進等に関する調査研究 8百万円（11百万円）
⼦供の読書活動の実態把握など諸制度の⾒直しや施策⽴案に必要な基礎資料を得るた
めの調査分析等を⾏う。 ＜委託事業︓1団体 × 8百万円＞

85百万円令和7年度要求・要望額
44百万円）（前年度予算額

・不読率の低減

（担当︓総合教育政策局地域学習推進課）

⾻太の⽅針2024等を踏まえ、図書館と書店等の連携協働による読書活動を促進し、地域の活性化に資する読書を
通じたまちづくりのモデル事業を実施するとともに、連携促進に向けた課題に係る実態調査等を⾏う。＜委託事業︓⾃治体等＞

１ 読書のまちづくり推進事業
⾃治体・教育委員会、図書館や関係機関、書店等の⺠間企業等が参画する「協議会」を設
置し、連携協働の取組により地域の活性化に資する読書を通じたまちづくりのモデルを構築する。
＜取組例＞ （委託先︓6箇所（⾃治体等）×6百万円）
・図書館・書店等の連携協働による地域振興やまちの魅⼒化へつながる読書活動の取組、
共通課題の解決に向けた取組（例︓図書の装備のあり⽅に係る検討・実証等）
・各種公共施設、書店や商業施設等の様々な場で活動する⼈々の中で読書活動の担い⼿を育成し
（絵本専⾨⼠等の活⽤、地域独⾃の読書推進員やサポーター(仮)の養成講座の実施等）、
多様な場・対象に応じた読書活動を推進
・デジタル社会への対応、多様なニーズと読書スタイルに対応した読書環境の整備（図書館と書店等の
システム連携等のDX化の実証、紙と電⼦書籍の併⽤による相乗効果の検証等）、読書へのアクセスが
困難な地域の読書⽀援等

２ 図書館・書店等連携促進に向けた調査研究
図書館において同⼀書籍を複数所蔵する「複本」や装備費負担、地元書店からの書籍購⼊
の状況等、図書館と書店が連携を図る上で課題とされる事項について現状を把握するため、
全国の実態調査を実施し、分析等を⾏う。 （委託事業︓1箇所 ×6百万円）

図書館、学校図書館、書店等の連携協働による読書のまちづくり推進事業
41百万円（新規）

アウトプット
（活動⽬標）

短期アウトカム
（成果⽬標）

⻑期アウトカム
（成果⽬標）
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司書教諭関係科⽬の教職科⽬への組み⼊れの例①
◯「⼤学独⾃設定科⽬」として、司書教諭関係科⽬を設定
＜A⼤学の例＞
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司書教諭関係科⽬の教職科⽬への組み⼊れの例②
◯「⼤学独⾃設定科⽬」として、司書教諭関係科⽬を⼀部設定

＜ノートルダム清⼼⼥⼦⼤学の例＞


